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令和２年度 

社会福祉法人阪南市社会福祉協議会事業計画 
 

Ⅰ．基本目標 

○市民みんなの基本的人権を大切にする福祉のまちづくり』 

○住民自治・市民参画による福祉のまちづくり 

○「公民協働」による福祉のまちづくり 

               第３期阪南市地域福祉推進計画  基本理念より 

 

Ⅱ．基本方針 

１．はじめに 

気候変動に伴う豪雨災害などが毎年続き、各地に甚大な被害がもたらされています。

一昨年の本市を襲った台風の被災を契機に、災害対応のためのネットワークづくりの高

まりを背景として、「災害対応マニュアル」の作成や阪南市役所と「災害時におけるボラ

ンティア活動に関する協定」を締結するとともに泉南青年会議所と「災害時の相互協力

に関する協定」を締結し、多分野との協働体制の構築に努めてきました。 

阪南市では、「我が事・丸ごと」の厚労省モデル事業が令和元年度で最終を迎えること

から本市地域福祉施策の再構築がすすめられてきました。厚労省においては、令和３年度

の全国的な本格展開まで指定期間が１年間延長することとなりました。 

また、地域力強化の取組みにおいては「子ども福祉委員」活動が「子どもの心を育む全

国大賞」の英に輝いたことは、今後の活動への期待とともに活動の大きな励みとなりまし

た。この間のモデル事業の成果を無駄にすることなく、市内地域に暮らす人々が互いに関

心をもち、福祉課題、複合課題の解決を図るために世代、分野を超えてつながりあうこと、

一人ひとりの暮らしと生きがいを大切にする地域福祉施策の再構築をめざします。 

令和２年度は、新たに生活困窮者自立支援事業と民生委員協議会事務局を受託すること

になり、地域と行政・社協が協働した、伴走支援体制よる強固なセーフティーネットの構

築に大きな期待が寄せられています。 

また、市民活動センター運営業務も合わせて受託しますが、ボランティアセンターと市

民活動センター機能の一体的な発展をめざして、地域に根差した、ボランティア、市民団

体、NPO が結集した、賑わいのある地縁型、テーマ型の活動センター運営に取り組みま

す。 

少子高齢化、人口減少、世帯の単身化の中で、社会的孤立や差別、虐待、貧困、ひきこ

もり、不安定就労などによる生活苦などへの対応や防災への備えが求められています。 

制度横断的な福祉改革が進み、地域福祉には新しい視点が求められています。温もりの

ある阪南市の地域コミュニティの持続可能性を高めていくために地域住民、ボランティア、

社会福祉施設法人、公民館、学校、市役所等と協働した地域福祉活動を全面展開していく
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必要があります。とりわけ、社会福祉法人施設との連携促進が重要な課題となっています。 

社協は、誰もが地域福祉活動に参加できる仕組みをつくること、一人ひとりの切実な声

を受け止めることを活動の目標にします。どんな困難を抱えていても孤立せず、排除され

ない「市民みんなの人権を大切にする住民主体のまちづくり」をめざすことを基本目標と

します。 

未来に夢や希望をもち、ふだんの暮らしのしあわせと安心を感じられる地域共生社会を

住民と共につくっていきます。 

2. 事業･活動の取組みの方向性 

【１】役員、職員が一体となって、組織運営、財政経営の安定性と透明性を高め、住民が

主体となる地域福祉活動を充実させ、住民との信頼関係を高めていきます。 

【２】 「他人ごと」から「我が事」への意識を醸成するために住民参加、参画を重視した

福祉活動をすすめるとともに、拠点未設置地区の活動拠点の確保をめざします。社

協の基盤強化と地域福祉施策の一元化をめざす地域福祉条例の制定に公民協働でと

りかかります。 

【３】関係機関と協力してつながりの喪失、社会的孤立や引きこもりなど「制度の狭間」

の課題に取組みます。縦割りを超えて他分野と連携しながら問題解決を図ります。共

通の課題を抱える当事者との交流や組織化を進め、居場所づくりを進めます。 

【4】地域住民、民生委員、福祉委員と協働して暮らしの「ささいな困りごと」を解決する

取り組みをすすめ、介護、子育て、障がい、病気、就労、家計、孤独など暮らしを「丸

ごと」支える地域の相談体制づくりと包括的支援体制による問題解決をすすめます。 

【5】ボランティア・市民活動センターの拠点整備はもとより、社協の強みであるネットワ

ークを生かして社会教育、環境、防災・防犯、農漁業など他分野とも積極的に協働し

ます。地域で活躍する人材育成に努めるとともに住民、ボランティア、若者、学生、

生徒・児童などみんなが担い手となれる活動を推進します。 

【６】社協セミナー、福祉教育、ボランティア学習などの講座を開催します。「共に暮らす」

を育む福祉文化の創造に努め、市民の活動参加を進めます。 

【7】地域包括支援センターは、自立支援、介護予防と地域包括ケアシステムの構築を進め

る中核機関として機能強化を図り、地域づくりに向けて一体的に機能させていきます。 

【8】行財政改革より受託料の減額、廃止等によって社協経営は困難に直面しています。各

事業の見直し、経費の一層の節約に努めます。地域づくりに資する事業は、助成金等

を柔軟に活用していきます。働き方の改革の実現や新規事業は、財源の裏付けと確保

はもとより、企業による社会貢献活動等と協働していきます。 

引き続き、共同募金や地域支え合い会費、寄付金等の自主財源の増額に取り組むとと

もに収益事業の適正な実施や福祉サービス利用料の改正など事業費の安定確保に努め

ます。 
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Ⅲ. 事業計画 

 法人運営事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．定款・諸規程および指針の遵守・徹底 

（１）定款・諸規程および指針内容を遵守するための周知・教育 

２．理事会機能の強化および職員体制の強化 

（１）各種会議の開催 

＊理事会、評議員会、三役会議等の開催 

（２）担当理事制の導入 

＊理事に担当事業を割り当て 

（３）理事会通信の発行 

＊理事会での協議内容や決定事項を記載した理事会通信の広報紙「ふくしはん

なん」へ掲載 

（４）職員体制の強化および専任事務局長設置費の確保 

３．財政の健全経営 

（１）収益事業等の自主財源確保 

（２）経理規程を遵守した会計業務の執行 

（３）担当理事・監事・外部専門家によるチェック体制の徹底 

（４）経営計画の策定 

 ＊５か年の経営計画の策定 

４．会員の支持拡大 

（１）組織構成会員の拡充 

＊新規会員の拡充 

（２）地域支え合い活動協力金（賛助会員募集）の発展強化 

＊事業の周知 PR と賛助会員加入の促進 

【経営基盤の強化】 

 阪南市社会福祉協議会は、地域福祉を推進することを目的とする、住民が主体

となった唯一の社会福祉法人であることの使命・役割を強く認識し行動すること

とします。 

 市民一人ひとりの生命と暮らしを大切にする地域での福祉活動への支援を維

持・継続・発展させることを使命とし、そのための組織運営基盤の確立・経営の

強化を急がねばなりません。 

 そのためには、理事会機能の向上、職員体制の確立と専門性の向上、財政運営

の適正化、自立性向上を図ります。 

 また、暮らしを取り巻く変化や市の施策・事業、市民活動の高まりを踏まえ、

本会の核である民の要（調整役）として市民からの信頼と支援を拡大するため、

地域支え合い活動協力金の発展強化、広報紙「ふくしはんなん」の拡充に取り組

みます。合わせて適正な財政基盤が整えるよう市に対しての予算等要望を続けて

まいります。  
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５．広報活動の強化 

（１）広報紙「ふくしはんなん」の充実・強化 

＊「ふくしはんなん」の定期発行 

＊市民にわかりやすい情報提供・紙面づくり 

（２）ウェブ上での情報発信 

＊ホームページ・ブログ等での本会活動および各相談事業等の紹介 

６．役職員の資質向上 

（１）各種研修会への参加 

＊関係する研修会への役職員の参加促進 

（２）職員研修の実施 

（３）職員会議・担当部署間会議・職員学習会の充実 

７．福祉人材の育成 

 （１）社会福祉援助技術実習の受け入れ 

 （２）短期インターンシップの受け入れ 

 （３）就労支援事業所からの企業体験の受け入れ 

８．収益事業の実施 

 （１）不動産賃貸等の収益事業の実施 

 

 ボランティアセンター・市民活動センター事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ボランティアセンター事業の展開】 

１．“話し合いのススメ“～様々な人が話し合う機会・場の充実～  

（１）運営委員会・ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ連絡会の開催 

２．“日常時も災害時にも安心なまち“～要援護者を把握し共に助け合える体制づくり～ 

（１）災害ボランティアセンター設置訓練 6 月実施に向けて始動 

３．“つなぐ、つながる”～困りごとを受け止め支え合う地域福祉のﾈｯﾄﾜｰｸづくり～  

（１）登録ボランティアグループ連絡会の開催 

（２）公民館、施設、団体、企業との連携 

４． “「他人事」から「私事」に”～『共に暮らす』を育む福祉のまちづくり～  

（１）プルタブ、入れ歯、古切手などの寄付文化を根ざしていく  

（２）小学校、中学校での福祉、ボランティア等に関する出前授業 

地域における多様な福祉問題に対応するため、ボランティアセンターと市民活

動センターの運営や若年層や地域活動者への福祉教育、新規活動者の開拓を目指

します。 

また、専門性のあるボランティア・市民活動養成の場を活用し、必要に応じた

ボランティア活動・市民活動を支援すると共に、校区（地区）福祉委員会等の地

域に根ざした活動団体と NPO、市民活動団体等が力を合わせ協働できる地域福祉

活動を展開します。そのため、それぞれのセンター事業についても、連携・協働

し実施していきます。 
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【市民活動センター事業の展開】 

１．多様な市民活動を連携する業務 

（１）市民活動センター推進委員会(仮)の設置 

(２) 語り場の運営 (年 6 回) 誰もが気軽に集い市民活動に対して語る場 

(３) ボランティア★ひろばの開催（年 1 回） 

 (４) ボランティア・市民活動交流サロン（まちづくり丸ごと交流会）（年 1 回） 

  (５) ボランティア・市民活動フェスティバルの開催（年１回） 

２．市民活動に関する専従コーディネーターの配置 

３．夢プラザの運営等に関する業務（貸館業務・備品貸し出し など） 

４．市民活動の情報収集・情報発信（広報誌の発行） 

５．人材の育成業務 

 (１)ボランティア・市民活動の活性化のための講座開催 

 (２)はんなん共創事業プランコンペの実施 

６．次世代を見据えた若年層のボランティア体験や福祉教育 

(１)夏休みボランティア DAY（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・市民活動体験プログラム）の実施  

(２)小、中、高校生や大学生が主体となったボランティア活動の企画への参画 

 

 

 

 小地域ネットワーク推進事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．地域支援の充実 

（１）コミュニティワーカー地区担当制による校区（地区）福祉委員会支援 

＊校区（地区）福祉委員長・事務長合同会議の開催 

＊校区（地区）福祉委員会組織運営および活動への支援 

＊当事者・関係機関団体・事業者・行政等との連絡調整 

（２）まちなかサロン・まちなかカフェの推進 

住民が主体となり、誰もが安心安全に住み暮らしあえる地域共生社会づくりを

推進します。福祉委員会を中心に、地域の各種団体や事業者・専門職を巻き込み

ながら、個別訪問活動や誰もが集える居場所づくり等を推進します。また、新た

な施策や担い手・行政等との協働のための橋渡しを、コミュニティワーカー(地区

担当職員)が住民の側に立ち、支援します。 

【事業の柱】 

■まちなかサロン・まちなかカフェの拡大・発展 

■地域活動者と専門職等との連携の促進 

■「ふくしを文化に」プロジェクト（福祉教育等）の推進 
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＊まちなかサロン・カフェネットワーク連絡会の運営 

＊新規立ち上げや運営の助言と各種支援 

＊サロン・カフェ MAP の発行と各種情報発信 

（３）各種研修会・フォーラムの開催 

＊まちなかサロン・カフェ推進フォーラムの開催 

＊福祉委員会新任役員研修（役員改選時） 

（４）子育て支援の推進 

＊身近な地域での子育てサロン活動の推進 

 ＊NPO 等団体との協働事業 

２．くらしの安心ダイヤル事業 

 （１）福祉委員会、民生委員児童委員協議会等との協働による登録・見守り促進 

 （２）市と連携し、災害時等の安否確認の情報伝達・集約 

３．「ふくしを文化に」プロジェクトの推進 

（１）市民向け講座「社協セミナー」の開催 

＊“福祉”“暮らし”に関する市民に役立つ講座を実施  

４．公民協働プロジェクトチームの運営 

 （１）第 3 期地域福祉推進計画にもとづく公民協働プロジェクトチームの運営 

５．地域福祉推進計画の進捗管理と地域福祉推進連絡協議会の運営 

（１）地域福祉推進連絡協議会・地域福祉推進計画作業委員会の開催 

（２）第３期地域福祉推進計画の推進と進捗管理 

（３）第３期小学校区ふくしのまちづくり計画の推進と進捗管理 

（４）地域福祉条例（仮称）策定過程への参画 

 

 民生委員児童委員協議会事務局事業   

 

 

 

 

 

（１）事務長の配置 

 （２）事務局運営支援 

 （３）地域における協働した福祉活動の実施 

  ＊校区（地区）福祉委員会等の活動者や専門職等と協働した福祉活動の推進 

 （４）生活困窮者自立相談支援事業との連携 

 

 当事者組織支援事業   

 

 

 

同じ状況にある人同士が集まり、悩みの共有や学習、情報発信をする当事者組

織の組織化や運営支援をおこないます。 

地域住民の立場で、生活に関する困りごとの相談や支援を行う民生委員児童委

員協議会の事務局を受託し、その活動を支援するとともに、地域における福祉課

題の把握や解決に向け、福祉委員会をはじめとする地域団体、専門職や行政等と

の連携の構築をさらに強化します。 
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【事業の展開】 

１．介護者（家族）の会支援 

（１）会の運営支援 

＊つどい、介護者リフレッシュバスツアー、介護者だより発行等 

＊運営助成金の交付 

２．当事者組織の支援・組織化 

（１）障がいのある子を育てる親の居場所「ほっこりーな」支援 

（２）引きこもりなど課題を抱える人や世帯の居場所づくりへの支援 

（３）認知症当事者や家族のための認知症カフェ「ぬくぬく」への支援 

 

 日常生活自立支援事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．日常生活自立支援事業の充実 

（１）適切なサービス利用のための相談・権利擁護 

＊体制の整備、成年後見・市民後見制度との連携 

（２）事業の周知 

＊広報紙「ふくしはんなん」への掲載 

（３）研修会・勉強会への参加 

２．地域の中で暮らし続ける環境づくり 

（１）民生委員、ボランティア等地域住民の協力体制づくり 

（２）利用者の地域の活動・行事への参加推進 

３．生活困窮者自立支援事業との連携 

（１）生活支援グループと連携し、福祉サービス利用援助契約のみの利用者には

家計簿を付ける等の支援をおこない、利用者の自立を支えていく。 

 

 福祉資金貸付事業   

 

 

 

 

 

低所得者等への貸付事業を通し、経済的援助をおこなうことで自立への助けと

します。また、相談を通して経済的な問題以外の点にも目を向け、自立支援に結

び付けるよう支援します。 

また、生活困窮者自立支援機関と密に連携を取りながら支援します。 

高齢者の増加、障がい者の地域移行が進む中、判断能力の不十分な方の権利を

護り、自立支援を行なう本事業のニーズはますます伸びています。 

その中で、本事業の利用相談者にスムーズな相談対応を行うことに加え、本事

業での対応が困難なケースについては成年後見制度の利用等につなげていくた

め、地域包括支援センターや行政等との連携を図っていきます。 

また、福祉サービスの利用援助や金銭管理サービスだけでなく、利用者それぞ

れの生活を支えるべく、各関係機関や地域等とのつながりづくりを進め、地域の

中で利用者が暮らし続け、権利が護られるよう努めていきます。 
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【事業の展開】 

１．貸付相談の実施 

２．相談しやすい雰囲気づくりのためのおもてなし 

３．各種貸付制度のホームページ等での周知 PR 

 

 地域力強化推進事業   

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．共生の地域づくり本部長・共生の地域づくり推進員の配置 

（１）共生の地域づくり本部長の配置 

（２）共生の地域づくり推進員の配置 

 ＊生活支援体制整備事業での第 2 層生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰと兼務配置 

２．実施事業 

（１）福祉を文化にプロジェクト 

 ＊地域での学習会の開催 

 ＊ボッチャたのしも会の定期開催 

  ・小学校や福祉施設でのボッチャ出前講座の実施 

  ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ開催年ということも含め市内でのﾎﾞｯﾁｬの普及活動を実施 

 ＊きらめきアート作品展の開催 

  ・障がいの有無年齢性別関係なく、多くの人が「特技を生かす場」として 

   作品展を実施 

 ＊輪っとアート DAY の開催 

  ・口筆画家の石橋さんとともに、多世代が参加し一つのｱｰﾄ作品を完成させる 

イベントを企画・実施 

（２）新たな担い手づくり 

＊子ども福祉委員の拡充 

 ・小中学校区での「子ども福祉委員」の立ち上げ支援 

  ・小中学校区での「子ども福祉委員」運営支援 

  ・「子どもボランティアサミット」の開催 

 ＊泉南学寮在院生の地域貢献支援 

  ・院内でのボランティア学習 

  ・地域でのボランティア活動支援 

（３）子どもの居場所プロジェクト 

   ・子ども食堂、学習支援等の地域活動の運営支援 

   ・子どもの居場所に関するﾈｯﾄﾜｰｸ会議の開催 

子ども、高齢者、障がい者等の全ての市民が地域、暮らし、生きがいを共に創

り、高め合うことができる「地域共生社会」の実現をめざし、市民の身近な圏域

で、主体的に地域課題を把握して解決を試みる体制づくりを進めます。 

なお、実施にあたり、生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの施策と一部統合実施し、一体的・効

果的に地域づくりを進める事業実施につとめます。 



 - 9 - 

   ・子どもの居場所に関する市民学習会の開催 

（４）多世代交流サロン 

   ・共生型サロン「きらきら」の開催・運営支援 

・多世代交流サロンの立ち上げ支援・運営支援 

（５）地域福祉拠点づくり 

   ・身近な拠点や地域活動での相談の場づくり（ほっこり相談） 

   ・新たな地域福祉拠点の確保                

（６）「産・福」連携による地域活性化 

   ・おにぎりカフェの実施、おにぎり会の運営支援 

    ＊農業を切り口にした障がい者や高齢者・認知症当事者の社会参加への

支援と、子どもたちとの世代間交流。 

   ・漁業などの地元産業分野との連携構築とまちづくりの促進 

 

 

 生活困窮者自立支援事業   

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１． 自立相談支援事業の実施 

 （１）生活に困窮されている方の相談に対して、ご本人が抱えている課題を把握 

    し、支援計画を作成します。 

 （２）支援計画に基づき、生活の安定や就労促進などの自立に向けた相談支援を

実施します。 

２．阪南市役所生活支援課との連携 

 （１）離職により住居を失った方、または失う恐れの高い方に、就職に向けた活

動をするなどを条件に、一定期間家賃相当額の支給が可能かに対して、生

活支援課と連携を図ります。 

 （２）住居のない生活困窮者に対して一定期間宿泊場所の提供が可能かに対して、

生活支援課と連携を図ります。 

（３）生活困窮者の方を支援するために、市役所の各関係機関と連携を図ります。 

（４）当面の間混乱を避けるため、2 名の職員を生活支援課へ派遣します。 

３．社会的孤立の世帯への相談に応じます。 

 （１）不登校・ひきこもりなどの世帯に対して、孤立しないように、また将来的

な貧困に陥らないように、伴走型支援を行います。 

原則、阪南市にお住いの、経済的な問題などで生活にお困りの方の相談に応じ、

生活の見通しがつくように、寄り添いながら自立に向けた支援をおこないます。 

身体的、精神的な困りごとや、ひきこもりなど今後困窮の恐れがある世帯に対

して、関係機関と連携を取りながら、安定した生活が送れるように、伴走型支援

をおこないます。 
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 コミュニティソーシャルワーカー（CSW）事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１． コミュニティソーシャルワーカーの配置 

（１）コミュニティソーシャルワーカーの配置 

    ・下荘圏域（西鳥取・下荘地域包括支援センター拠点内） 

２． 実施事業 

（１）総合相談窓口の開設 

    ・高齢者、障がい者、ひとり親家庭、生活困窮者等の「制度の狭間にある 

方」の相談支援 

 （２）災害時要援護者支援推進事業（くらしの安心ダイヤル事業の推進） 

    ・要援護者の見守り、発見、相談等のための住民活動との協働支援 

 （３）地域拠点相談支援事業 

 ・ほっこり相談等、住民と協働した身近な困りごとキャッチ 

 （４）地域ケア推進事業 

    ・介護予防、健康増進事業への協力 

 （５）社会参加・居場所づくり推進事業 

    ・まちなかサロンカフェをはじめとする地域の居場所への参加促進 

    ・子どもから高齢者まで、誰もが参加できる居場所づくり 

 （６）各種保健福祉サービス等の周知啓発活動 

    ・地域に出向いたアウトリーチ型の周知啓発活動 

    ・周知啓発用のチラシづくり 

 

 

 

 

 

 

 

地域における子どもの貧困や不登校の問題、ひきこもり、などに伴う社会的孤

立や複数の福祉課題を抱える要援護者世帯を地域全体で支える地域福祉のセーフ

ティネットづくりを進めます。関係機関や団体が参画する地域福祉ネットワーク

の構築をすすめ、地域の社会資源や住民団体等とも連携し、ＣＳＷ事業が有効に

機能するよう取り組みます。 

【重点方針】 

１． 地域丸ごと相談支援体制づくり（断らない相談、寄り添い型支援） 

２． 『支え手』『受け手』を超え、役割・生きがいを地域の中で発揮できる社会

参加支援 

３． 住民同士、住民と専門職の出会いの場づくり、地域づくり 
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 生活支援・介護予防サービス協議体運営事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．関係団体のネットワーク化・分野を超えた合意形成・施策化 

（１）協議体会議の開催 

 （２）協議体運営会議の開催 

 （３）第二層協議体の立ち上げ支援 

 （４）阪南市社会福祉施設連絡会の開催 

2．高齢者等の生活支援・介護予防サービスの資源開発や基盤整備 

 （１）移動・買い物支援学習会の開催（3 回） 

 （２）阪南市第三層生活支援コーディネーター養成研修の開催（2 回） 

 （３）支え合い活動応援研修の開催 

  (４) 農・漁 ふくし連携 学習会（2 回） 

 （５）まちなかサロン・カフェ MAP の更新 

 （６）地域活動情報冊子(仮)の作成 

 （７）新たな社会資源の発掘、高齢者、障がい者、若者の活躍を促進 

３．ニーズと活動をマッチング 

 （１）地域の支援ニーズとサービス提供主体をつなぐ 

 

 介護予防事業（市受託）   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．こつこつゆうゆう体操（筋力アップ教室） 

介護保険制度の改正に伴い配置された協議体の運営と第一層及び第二層生活支

援コーディネーターを受託します。実施にあたっては、住民の主体性を尊重し、

ニーズや資源の実態を把握して、協議のもと、地域に必要なサービスや住民相互

の支え合い活動を創出するよう取り組みます。 

【基本方針】 

１、「ゆるがない“住民主体”の理念を大切に」 

２、「サービス作りだけでなく地域づくりを」 

３、「多世代の地域住民が輝くことができる地域共生社会の実現」  

【自立支援・介護予防意識の向上】 

生活機能の低下を予防することで自立した日常生活を営むことをめざし、元気

でいつまでも生きいきと暮らせるよう地域全体で支援します。校区（地区）福祉

委員会をはじめとする、地域の諸団体と協働して実施することで、身近な地域で

の社会参加を促します。あわせて、認知症予防についても対策を進めます。 

【重点ポイント】 

 ①他の介護予防事業との連動 

 ②１年を通して介護予防に取り組む意識啓発 

 ③現在、活動しているサロンやカフェの高機能化（専門職・事業所との協働） 
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阪南市地域交流館の第 2 期（5 ヵ年）の指定管理 4 年目となります。地域福祉

活動、生涯学習活動・社会教育活動（尾崎公民館）、NPO 等市民公益活動（市民

活動センター）のそれぞれの活動と相互に支え合い連携を図る調整役機能として

本会が最大限に力を発揮して業務をおこないます。民の要として「学び」から福

祉活動、そしてまちづくり活動へという知の循環において、地域福祉の推進をめ

ざすという住民自治への新しいステージに入ります。 

２．のびのび体操（脳とカラダの健康教室） 

３．出張栄養教室（食と栄養に関する教室） 

４．地域回想法教室（認知症予防教室） 

５．歌の健康サロン（口腔機能強化教室） 

 

 福祉農園事業   

 

 

 

【事業の展開】 

１．福祉農園実行委員会（仮）の設置 

２．福祉農園での作物づくり 

 

 善意銀行事業   

 

 

 

【事業の展開】 

１．善意銀行預託金品の受け取り・払い出し 

２．広報紙「ふくしはんなん」での実績報告 

３．寄付文化を根ざすため善意銀行パンフレットを作成する 

 

 ふれ愛ホーム事業   

 

 

 

【事業の展開】 

１．子育て支援の拠点として NPO 法人に場所を提供し、事業を展開します。 

２．本会広報誌等で、積極的にふれ愛ホームでの子育て支援事業の PR をします。 

３．ボランティアさん等の貸部屋として活用していただけるよう周知します。 

 

 地域交流館事業（市指定管理）   

 

 

 

  

 

 

 

寄付金窓口としての周知 PR をさらに広げるとともに、有効な活用をおこない、

広報紙「ふくしはんなん」紙面での報告を掲載する。 

本会の基本財産に位置付けている地域福祉活動の拠点施設としての役割を果た

すため、事業展開をおこないます。 

遺贈で受け取った耕作地を活用し、さまざまな人が参加し活躍できる居場所と

しての福祉農園事業を実施します。 
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【事業の展開】 

１．地域福祉活動と自主的で公益的な活動等の連携に関連する調整業務 

（１）おざき出会い館内に併設する主要な 3 施設を運営する 2 団体（尾崎公民館、

本会）による定例連絡会議の開催 

（２）掲示スペースの利用等による情報の発信 

＊３施設の情報を一元化した「交流館だより」の発行 

   ＊館内の情報掲示 

（３）社協事業を通じた交流館の PR 

＊尾崎公民館「集いの部屋」で社協がカフェ事業を実施することによる、 

貸館利用者への利便性の向上と PR 

＊同カフェ内で実施する「まちライブラリー」事業でのＰＲ 

＊共生型サロンや共生のニュースポーツ体験会の定期開催、共生のアート 

展開催をはじめ、社協セミナー、V 市民活動フェス、認知症啓発・支援の 

事業でのＰＲ、当事者団体の拠点支援によるＰＲ 

２．施設管理業務の適正かつ効率的な実施 

（１）施設および設備の維持管理業務 

（２）利用料金および経費等の適正な管理 

（３）施設の効果的効率的な運営による経費の縮減 

３．職員の管理・研修体制 

   ＊内部会議や研修等を活用し、職員の資質向上に努めます。 

 

 共同募金協力事業   

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．赤い羽根共同募金運動への協力 

（１）一般募金 

＊戸別、街頭、法人、職域、学校、バッジ 

＊やさしさ募金箱の設置 

 （２）歳末たすけあい運動 

  ＊街頭募金への参加団体の拡大 

  ＊地域の福祉団体への配分 

 

 各種基金運営事業   

 

 

 

本会に阪南地区募金会の事務局を置いており、社会福祉法に位置付けられてい

る地域福祉推進の取り組みである共同募金運動に、地域の住民・活動団体等の参

加を得ながら、積極的に協力します。 

地域福祉の推進等を目的とし本会で設置している基金について、基金の造成を

進めるとともに、適切な管理のもと、設置趣旨にもとづく運営をおこないます。 
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【事業の展開】 

１．各種基金の管理と運営 

 

 

 地域包括支援センター事業   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業の展開】 

１．包括的支援事業 

（１）介護予防ケアマネジメント業務 

（２）総合相談支援業務 

  ・高齢者だけでなく世帯全体の多問題にまで視野を広げた相談支援 

（３）権利擁護業務 

  ・消費者センターと協働した消費者被害防止の取り組み 

（４）包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

（５）介護予防・生活支援サービスの体制整備 

（６）認知症対策の推進 

  ・地域共生と予防を重点にした地域参加の促進 

（７）地域支え合い会議の推進 

【重点項目】 

１．地域包括ケアシステムの深化と地域共生社会の実現 

高齢者を中心とした児童・障がいを持った方々など全ての住民が住みなれた地

域で安心していきいきと健康で暮らし続けられるよう、医療・介護・福祉・保健

の専門性を活かしたサービスと阪南市内で活発に取り組まれている住民主体の支

え合い活動などと連携しながら、地域全体で支えていく仕組み“地域包括ケアシス

テム”を深化させていきます。 

 

２．地域包括支援ネットワークと協働した地域づくりの推進 

 専門職や事業所を中心とした「地域包括支援ネットワーク」をより推進させ、

地域活動に専門職や事業所が積極的に参画しながら、地域全体の福祉力の向上を

めざした地域づくりを進めていきます。このことにより、地域住民と事業所が協

働した地域課題解決力が強化され、地域課題の早期発見、早期対応、居場所や生

活支援資源の創出、そして課題そのものを生まない地域づくりを実現させていき

ます。 

【重点事業】 

１．自立支援・介護予防の推進 

２．認知症施策の推進 

・認知症地域支援推進員を中心とした認知症施策の推進 

・認知症初期集中支援チーム活動の推進 

３．在宅医療と介護連携の推進 

４．地域支え合い会議の推進 

５．地域包括支援ネットワークの推進 
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  ・エリア会議の創設（圏域を意識した多専門職の地域参加） 

（８）その他、在宅医療・介護連携の推進事業 

  ・はなてぃネットの各専門職による地域参加の促進 

２．指定介護予防支援 

（１）介護予防ケアマネジメント・指定介護予防支援サービス計画の作成 

３．介護予防事業への協力 

（１）介護予防教室への勧奨などの協力 

４．任意事業への協力 

 （１）介護用品支給事業などへの協力 

５．コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業との連動 

 （１）センター内に配置されるコミュニティソーシャルワーカーとの協働活動 

 

 不動産賃貸事業（収益事業）  

 

 

 

【事業の展開】 

１．自然田土地の賃貸借事業 

２．尾崎駅前土地の賃貸借事業 

３．尾崎駅前建物の賃貸借事業 

収益事業として法人が有する不動産を貸出し、得た賃料を自主財源として法人

運営等に活用することで、法人の安定した運営を目指します。  


